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(57)【要約】
【課題】従来の漏洩検知管に比べて、生産性に優れた漏
洩検知管を提供する。
【解決手段】水または冷媒の一方を流通させる大径管１
０と、この大径管内に１本または複数本配置され水また
は冷媒の他方を流通させる漏洩検知管１とを用いて、水
および冷媒を熱媒体として使用し、熱媒体間で熱交換を
行う熱交換器５０において、漏洩検知管１は、水または
冷媒を流通させる内管３および内管３の外部に嵌合する
外管２を有し、水または冷媒の漏洩を、内管３および外
管２の間に形成される漏洩路を介して検知する漏洩検知
管１であって、漏洩検知管１の少なくとも一方の管端部
において、外管２の管端面２Ａと、内管３の管端面３Ａ
とが同一平面上にあり、かつ外管２を貫通して外管２の
外表面および外管２の内表面に開口する漏洩検知部５を
、外管２の少なくとも一方の管端近傍に備える構成とし
た。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　水または冷媒の一方を流通させる大径管と、この大径管内に１本または複数本配置され
前記水または前記冷媒の他方を流通させる漏洩検知管とを用いて、前記水および前記冷媒
を熱媒体として使用し、前記熱媒体間で熱交換を行う熱交換器において、前記漏洩検知管
は、前記水または前記冷媒を流通させる内管および内管の外部に嵌合する外管を有し、前
記水または前記冷媒の漏洩を、前記内管および前記外管の間に形成される漏洩路を介して
検知する漏洩検知管であって、
　前記漏洩検知管の少なくとも一方の管端部において、前記外管の管端面と、前記内管の
管端面とが同一平面上にあり、かつ
　前記外管を貫通して前記外管の外表面および前記外管の内表面に開口する漏洩検知部を
、前記外管の少なくとも一方の管端近傍に備えることを特徴とする漏洩検知管。
【請求項２】
　前記外管が、その内表面に前記漏洩路として管軸方向に形成された溝を備えることを特
徴とする請求項１に記載の漏洩検知管。
【請求項３】
　前記内管が、その外表面に前記漏洩路として管軸方向に形成されたリブを備えることを
特徴とする請求項１に記載の漏洩検知管。
【請求項４】
　前記外管の内表面および／または前記内管の外表面が、前記漏洩路として粗面化された
表面を備えることを特徴とする請求項１に記載の漏洩検知管。
【請求項５】
　前記内管が、その内表面に管軸方向に形成された溝を備えることを特徴とする請求項１
ないし請求項４のいずれか一項に記載の漏洩検知管。
【請求項６】
　前記外管および前記内管の少なくとも一方が、その全長の少なくとも一部の領域に管軸
方向に沿って凹凸部を備えることを特徴とする請求項１ないし請求項５のいずれか一項に
記載の漏洩検知管。
【請求項７】
　前記凹凸部は、管軸方向に沿って、らせん状に形成されたことを特徴とする請求項６に
記載の漏洩検知管。
【請求項８】
　前記漏洩検知管は、少なくとも一方の管端部が拡管されていることを特徴とする請求項
１ないし請求項７のいずれか一項に記載の漏洩検知管。
【請求項９】
　前記内管における両端の少なくとも一方の管端部の内側に接合された連結管を備えるこ
とを特徴とする請求項１ないし請求項８のいずれか一項に記載の漏洩検知管。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、例えば、給湯器等に備えられた熱交換器に用いる漏洩検知管に関するもので
、より詳しくは、熱媒体としての水または冷媒の漏洩を検知するために用いられる漏洩検
知管に関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般に、熱交換器の構成としては、大径管と、その大径管の内部に漏洩検知管としての
小径管を備える構成のものが知られている。そして、給湯器用の熱交換器においては、大
径管の内部に水、小径管（漏洩検知管）の内部に冷媒としての二酸化炭素、代替フロンが
流される。
【０００３】
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　前記構成の熱交換器の具体的なものとして、特に、給湯器用の熱交換器が特許文献１に
提案されている。図１２（ａ）に示すように、特許文献１の熱交換器１０１は、１本の大
径管１０２と、その大径管１０２の内部に２本の小径管（漏洩検知管）１０３とを備え、
小径管１０３が外管１０４と内管１０５とからなる二重管であって、外管１０４と内管１
０５との間に漏洩検知溝１０６を有する。そして、内管１０５の内部に形成された冷媒用
流路に冷媒を流し、大径管１０２と小径管１０３との間に形成された外側流路１０７を流
れる水との間で熱交換させる。熱交換器１０１の使用中に、小径管１０３を構成する外管
１０４または内管１０５に腐食による腐食孔Ｐが発生し、内管１０５の内側を流れる冷媒
が外管１０４に漏洩した際には、漏洩検知溝１０６で冷媒の漏洩を検知している（図１２
（ｂ）参照）。
【特許文献１】特開２００５－６９６２０号公報（図１、図２、図５）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　図１２（ｂ）に示すように、従来の漏洩検知管１０３は、所定長さの外管１０４に、外
管１０４より外径の小さい所定長さの内管１０５を挿入し、ロール嵌合または抽伸嵌合等
で外管１０４と内管１０５を嵌合することによって製造されている。従来の漏洩検知管１
０３は、漏洩した冷媒を外管１０４の少なくとも一方の管端面で検知する構成であること
から、内管１０５を流れる冷媒を蒸発器等に繋がる配管に接続するために、内管１０５が
外管１０４の管端面から所定長さで突出した嵌合形態とする必要があった。ところが、前
記の方法で漏洩検知管１０３を製造する場合、嵌合工程で外管１０４および内管１０５が
伸びるため、所定寸法の漏洩検知管１０３を得るには、嵌合前における外管１０４と内管
１０５との挿入位置調整、嵌合後の長すぎる外管１０４の皮むきや長すぎる内管１０５後
端部の切断等が必要になり、生産性が悪かった。
【０００５】
　そこで、本発明は、このような問題を解決するために創案されたもので、その目的は、
従来の漏洩検知管に比べて、生産性に優れた漏洩検知管を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　前記課題を解決するために、請求項１に係る漏洩検知管は、水または冷媒の一方を流通
させる大径管と、この大径管内に１本または複数本配置され前記水または前記冷媒の他方
を流通させる漏洩検知管とを用いて、前記水および前記冷媒を熱媒体として使用し、前記
熱媒体間で熱交換を行う熱交換器において、前記漏洩検知管は、前記水または前記冷媒を
流通させる内管および内管の外部に嵌合する外管を有し、前記水または前記冷媒の漏洩を
、前記内管および前記外管の間に形成される漏洩路を介して検知する漏洩検知管であって
、前記漏洩検知管の少なくとも一方の管端部において、前記外管の管端面と、前記内管の
管端面とが同一平面上にあり、かつ前記外管を貫通して前記外管の外表面および前記外管
の内表面に開口する漏洩検知部を、前記外管の少なくとも一方の管端近傍に備える構成と
した。
【０００７】
　前記構成によれば、外管の管端面と、内管の管端面とが同一平面上に管端がそろってい
る、かつ漏洩検知部を外管の少なくとも一方の管端近傍に備えることによって、漏洩検知
管を製造する際に、外管の管端面から内管を所定長さで突出させる必要がないため、後記
するように外管への内管の挿入・嵌合作業を連続して行うことが可能となり、外管および
内管の挿入位置調整作業も不要となる。また、外管および内管の伸び代の調整が容易とな
り、外管の皮むき、内管の後端部の切断も不要となるため、漏洩検知管の全長の調整が容
易となる。さらに、外管および／または内管の腐食孔から漏洩した水または冷媒は、外管
および内管の間に形成される漏洩路を通って外管の漏洩検知部に漏洩する。
【０００８】
　請求項２に係る漏洩検知管は、前記外管が、その内表面に前記漏洩路として管軸方向に
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形成された溝を備えることを特徴とする。
【０００９】
　前記構成によれば、外管の内表面に溝を備えることによって、腐食孔から漏洩した水ま
たは冷媒が、漏洩路となる溝を通って、外管に備えられた漏洩検知部に迅速に漏洩する。
そのため、水への冷媒の漏洩、または、冷媒への水の漏洩をさらに検知しやすくなる。
【００１０】
　請求項３に係る漏洩検知管は、前記内管が、その外表面に前記漏洩路として管軸方向に
形成されたリブを備えることを特徴とする。
【００１１】
　前記構成によれば、内管の外表面にリブを備えることによって、腐食孔から漏洩した水
または冷媒が、リブによって形成された漏洩路となる溝を通って、外管に備えられた漏洩
検知部に迅速に漏洩する。そのため、水への冷媒の漏洩、または、冷媒への水の漏洩をさ
らに検知しやすくなる。
【００１２】
　請求項４に係る漏洩検知管は、前記外管の内表面および／または前記内管の外表面が、
前記漏洩路として粗面化された表面を備えることを特徴とする。
【００１３】
　前記構成によれば、外管および／または内管が粗面化された表面を有することによって
、腐食孔から漏洩した水または冷媒が、粗面化された表面によって形成された漏洩路を通
って、外管に備えられた漏洩検知部に迅速に漏洩する。そのため、水への冷媒の漏洩、ま
たは、冷媒への水の漏洩をさらに検知しやすくなる。
【００１４】
　請求項５に係る漏洩検知管は、前記内管が、その内表面に管軸方向に形成された溝を備
えることを特徴とする。
【００１５】
　前記構成によれば、内管の内表面に溝を備えることによって、内管の内部を流通する水
または冷媒が攪拌されると共に、管内表面積が増加する。このため、漏洩検知管の管内熱
伝達率が増大し、この漏洩検知管を使用する熱交換器の伝熱性能が一層向上する。
【００１６】
　請求項６に係る漏洩検知管は、前記外管および前記内管の少なくとも一方が、その全長
の少なくとも一部の領域に管軸方向に沿って凹凸部を備えることを特徴とする。
【００１７】
　前記構成によれば、外管が凹凸部を備えることによって、大径管の内部を流通する水ま
たは冷媒の一方が撹拌されると共に、外管（漏洩検知管）の管外表面積が増加する。この
ため、漏洩検知管の熱伝達率が増大し、この漏洩検知管を使用する熱交換器の伝熱性能が
一層向上する。
【００１８】
　また、内管が凹凸部を備えることによって、漏洩検知管の内部を流通する水または冷媒
の他方が撹拌されると共に、内管（漏洩検知管）の管内表面積が増加する。このため、漏
洩検知管の熱伝達率が増大し、この漏洩検知管を使用する熱交換器の伝熱性能が一層向上
する。
【００１９】
　さらに、外管および内管の両管が凹凸部を備えることによって、大径管の内部を流通す
る水または冷媒の一方、および、漏洩検知管の内部を流通する水または冷媒の他方の両者
が撹拌されると共に、漏洩検知管の管内外表面積が増加する。このため、漏洩検知管の熱
伝達率が増大し、この漏洩検知管を使用する熱交換器の伝熱性能が一層向上する。
【００２０】
　請求項７に係る漏洩検知管は、前記凹凸部が、管軸方向に沿って、らせん状に形成され
たことを特徴とする。
【００２１】
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　前記構成によれば、凹凸部がらせん状に形成されたことによって、大径管および／また
は漏洩検知管の内部を流通する水または冷媒がより一層撹拌されるため、漏洩検知管の熱
伝達率がより一層増大し、この漏洩検知管を使用する熱交換器の伝熱性能がより一層向上
する。
【００２２】
　請求項８に係る漏洩検知管は、少なくとも一方の管端部が拡管されていることを特徴と
する。
【００２３】
　前記構成によれば、少なくとも一方の管端部が拡管されていることによって、熱交換器
の製造の際に、漏洩検知管と他の部品、例えば、複数の漏洩検知管を連結するためのＵベ
ンド管、ヘッダー等との連結が容易となる。
【００２４】
　請求項９に係る漏洩検知管は、前記内管における両端の少なくとも一方の管端部の内側
に接合された連結管を備えることを特徴とする。
【００２５】
　前記構成によれば、漏洩検知管が連結管を備えることによって、熱交換器の製造の際に
、漏洩検知管と他の部品、例えば、複数の漏洩検知管を連結するためのＵベンド管等との
連結がさらに容易となる。
【発明の効果】
【００２６】
　請求項１に係る漏洩検知管によれば、外管の管端面と、内管の管端面とが同一平面上に
あり、かつ外管の少なくとも一方の管端近傍に漏洩検知部を備えることによって、従来の
漏洩検知管に比べて生産性が優れる。また、本発明に係る漏洩検知管を組み込んだ熱交換
器は、従来の漏洩検知管を組み込んだ熱交換器と同等の漏洩検知精度および伝熱性能を、
維持することができる。
【００２７】
　また、請求項２、請求項３または請求項４に係る漏洩検知管によれば、外管の内表面に
溝、内管の外表面にリブ、または、外管の内表面および／または内管の外表面が粗面化さ
れた表面を備えることによって、漏洩検知精度がさらに優れたものとなる。
　さらに、請求項５、請求項６または請求項７に係る漏洩検知管によれば、内管の内表面
に溝を備えること、外管および内管の少なくとも一方が凹凸部を備えること、または、凹
凸部がらせん状に形成されたことによって、漏洩検知管が組み込まれた熱交換器の伝熱性
能がさらに優れたものとなる。
【００２８】
　請求項８または請求項９に係る漏洩検知管によれば、少なくとも一方の管端部が拡管さ
れていること、または、連結管を備えることによって、熱交換器の他の部品との接合がさ
らに容易となる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２９】
　次に、本発明の実施の形態について、適宜図面を参照して詳細に説明する。図１（ａ）
は熱交換器の構成を示す管軸直交断面図、（ｂ）は漏洩検知管の斜視図、（ｃ）は他の漏
洩検知管の斜視図、図２（ａ）は漏洩検知管の管軸方向に沿った片側断面図、（ｂ）は漏
洩検知管を熱交換器に組み込んだ際の部分断面図、図３（ａ）、（ｂ）は他の漏洩検知管
の管軸直交断面図、図４（ａ）は外管または内管の管軸方向に沿った断面図、（ｂ）は（
ａ）のＡ－Ａ線に沿った管軸直交断面における部分拡大図、図５は他の漏洩検知管の構成
を示し、（ａ）は管軸方向に沿った断面図、（ｂ）、（ｃ）は熱交換器に組み込んだ際の
部分正面図、図６～図９は漏洩検知管の製造方法の一工程を示す模式図、図１０（ａ）～
（ｃ）は他の漏洩検知管の構成を示す管軸方向に沿った断面図、図１１（ａ）～（ｄ）は
他の漏洩検知管の製造方法の一工程を示す模式図である。
【００３０】
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　図１（ａ）に示すように、本発明に係る漏洩検知管１は、水および冷媒を熱媒体として
使用し、熱媒体間で熱交換を行う熱交換器５０において、水または冷媒のいずれか一方の
流路１１内に１本または複数本配置され、水または冷媒の漏洩を検知するものである。
【００３１】
＜熱交換器＞
　熱交換器５０は、その構成は特に限定されないが、漏洩検知管１より大きな内径を有す
る大径管１０を備え、その大径管１０の内部に漏洩検知管１を配置し、大径管１０と漏洩
検知管１との間に水または冷媒の流路１１を形成する二重管式熱交換器が好ましい。
【００３２】
　熱媒体として冷媒は、フロンまたは代替フロン等の冷媒、二酸化炭素等の自然冷媒等が
使用され、特に、給湯器用の熱交換器５０には、環境面から二酸化炭素を使用することが
好ましく、熱効率が優れる点で、二酸化炭素を超臨界状態で使用することがより好ましい
。超臨界状態とは気相と液相の境界がなくなった状態であり、密度及び粘度が気相状態に
近似した低い状態であるにもかかわらず、熱伝達率が気相状態の２倍以上の高い値を示す
状態を言う。また、熱媒体として二酸化炭素を用いる場合、二酸化炭素そのものは潤滑作
用を持たないため、熱交換システムのコンプレッサーを磨耗させてしまうことがある。こ
のため、二酸化炭素に０．１～６．０ｍａｓｓ％の冷凍機油を含有させることが好ましい
。冷凍機油には、通常ポリアルキレングリコール（ＰＡＧ）等が用いられる。その含有量
が、０．１ｍａｓｓ％未満であると、潤滑効果が低く、熱交換システムのコンプレッサー
を磨耗させやすい、また６．０ｍａｓｓ％を超えて含有させると、二酸化炭素の伝熱性能
が低下しやすい。
【００３３】
　また、熱媒体としての代替フロンは、熱交換器５０の成績効率（ＣＯＰ）を考慮すると
、ハイドロフルオロカーボン（ＨＦＣ）系冷媒が好ましい。代表的なＨＦＣ系冷媒として
は、Ｒ３２とＲ１２５を混合した非共沸混合冷媒であるＲ４１０Ａがある。さらに、ＨＦ
Ｃ系冷媒もほぼ臨界状態で使用することがより好ましい。
【００３４】
　大径管１０は、漏洩検知管１との間に熱媒体（水または冷媒）の流路１１を形成するも
のである。また、大径管１０の内径は、漏洩検知管１の外径より大きく、且つ、流路１１
に熱媒体を流すのに十分な内径、及び耐圧強度を持てばよく、一例として、内径は８～３
０ｍｍ、肉厚は０．２～２．５ｍｍ、長さは１～３０ｍが好ましい。また、大径管１０の
寸法は、後記する漏洩検知管１の寸法との関係、熱交換器５０が組み込まれる給湯器等の
寸法、熱容量、加工性を考慮して決められ、熱交換器５０の伝熱性能、圧力損失の点から
、管軸直交断面における漏洩検知管１の断面積(漏洩検知管１の本数×大径管１０の管軸
直交断面における漏洩検知管１の断面積)と、大径管１０と漏洩検知管１との間の流路１
１の断面積との比（外側流路／漏洩検知管）が２～１０の範囲内を満足するように設定す
ることがより好ましい。
【００３５】
　また、熱交換器５０の伝熱性能の向上を目的として、大径管１０の内部を流れる熱媒体
に撹拌または旋回流を与えて乱流を発生させたい（熱媒体の温度を均一化させたい）場合
、あるいは管内の伝熱面積を増やしたい（熱媒体の流路長を増やしたい）場合等には、大
径管１０は、その全長の少なくとも一部の領域に管軸方向に沿って凹凸部を形成した形状
としてもよい。凹凸部は、例えば、大径管１０をコルゲート状に加工したものである。ま
た、凹凸部は、熱交換器５０の実際の運転において、熱媒体として二酸化炭素を使用する
場合には、二酸化炭素の局所熱伝達率が極大となる許容温度範囲（２０～８０℃）を満足
する領域に形成することが好ましい。そして、凹凸部の形態は、外側流路１１内の熱媒体
に乱流が発生すると共に、圧力損失が大きくならなければ、前記コルゲート状に限定され
ず、例えば、大径管１０の内表面の少なくとも一部に管軸方向に平行な溝およびフィン、
または、らせん状の溝およびフィンを形成してもよい（大径管１０として内面溝付管を使
用する）。
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【００３６】
　大径管１０の材質としては、特に限定されず、熱交換器５０に必要な強度、耐食性、ろ
う付け性、曲げ加工性を有するものを使用し、例えば、後記する漏洩検知管（外管２およ
び内管３）に使用されるものとして記載した材質から適宜選択する。なお、熱交換器とし
てＪＩＳＨ３３００に規定する合金番号Ｃ１１０１の無酸素銅、合金番号Ｃ１２０１及び
Ｃ１２２０のりん脱酸銅が広く用いられている。
【００３７】
　大径管１０を構成する管は、押出し素管を圧延、抽伸して製作される継目無し管、ある
いは所定幅の板条の幅方向の端面を溶接して製作される溶接管を用いてもよい。通常、大
径管１０としては管内面が平滑である平滑管が用いられることが多いが、大径管１０とし
て内面溝付管を使用してもよい。
【００３８】
＜漏洩検知管＞
　図１（ａ）～（ｃ）に示すように、本発明に係る漏洩検知管１は、外管２と内管３とか
らなり、内管３の外部（外表面）に外管２が嵌合することによって内管３および外管２の
間に熱媒体（水または冷媒）の漏洩路７（図２（ａ）、（ｂ）参照）が形成された二重管
で、内管３の内部に熱媒体（水または冷媒）の流路を備えると共に、外管２に漏洩検知部
５を備え、かつ少なくとも一方の管端部において、外管２の管端面２Ａと内管３の管端面
３Ａとが同一平面上にある。また、漏洩検知管１を複数設ける場合には、大径管１０内の
漏洩検知管１の配置としては、特に限定されないが、熱伝達、圧力損失の点から、流路１
１を均等に分割する配置が好ましい。なお、熱媒体としての冷媒は、前記した二酸化炭素
または代替フロンが好ましい。以下、各構成について説明する。
【００３９】
（外管）
　外管２は、漏洩検知管１が配置される流路１１に熱媒体（水または冷媒）が必要量流通
し、後記する内管３の外部（外表面）に嵌合可能な寸法に形成されている。例えば、図１
（ａ）に示すように、大径管１０の内部に流路１１を形成するように、大径管１０の管軸
方向に沿って設けられている。一例として、外径は３～２０ｍｍ、肉厚は０．２～２．５
ｍｍ、長さは１～３０ｍが好ましい。また、肉厚は、外管２の外側（流路１１）に流通す
る熱媒体として水を使用する場合には、水による腐食代を考慮した肉厚とすることがさら
に好ましい。外管２の寸法は、熱交換器５０の伝熱性能、流路１１内の熱媒体の圧力損失
の点から、管軸直交断面における漏洩検知管１の断面積(漏洩検知管１の本数×大径管１
０の管軸直交断面における漏洩検知管１の断面積)と、大径管１０と漏洩検知管１との間
の流路１１の断面積との比（外側流路／漏洩検知管）が２～１０の範囲内を満足するよう
に設定することがより好ましい。
【００４０】
　外管２の材質は、特に限定されず、熱交換器５０に必要な強度、耐食性、ろう付け性、
曲げ加工性を有するものを使用し、例えば、熱交換器として広く用いられているＪＩＳＨ
３３００に規定する合金番号Ｃ１１０１の無酸素銅、合金番号Ｃ１２０１及びＣ１２２０
のりん脱酸銅のいずれかが好ましい。また、前記の材質のみに限定する必要はなく、特に
熱伝導性と耐圧強度が必要な場合は、ＪＩＳＨ３３００に規定された銅または銅合金や、
例えば、ＣｕにＦｅ、Ｐ、Ｎｉ、Ｃｏ、Ｍｎ、Ｓｎ、Ｓｉ、Ｍｇ、Ａｇ、Ａｌ等の元素よ
り選択する１種または２種以上を総計で数％以下含有させたＪＩＳＨ３３００に規定され
ていない銅合金を用いることも可能である。さらに、特に耐食性と耐圧強度が必要な場合
には、ＪＩＳＨ３３００に規定された合金番号Ｃ７０６０、Ｃ７１００、Ｃ７１５０など
のＣｕ－Ｎｉ系合金、ＴｉまたはＴｉ合金、ステンレス鋼などを用いることも可能である
。また、軽量化が求められる場合には、耐食性、強度、加工性などの特性を考慮して、ア
ルミニウム、アルミニウム合金の中から所定の特性を有するものを選択することも可能で
ある。
【００４１】
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　外管２を構成する管は、その内部に設けられる内管３の内圧を高くして運転されること
が多いため、管の外径に対する肉厚を大きくすることが多く、一般には、押出し素管を圧
延、抽伸して製作される継目無し管を用いることが多い。管の肉厚は、熱交換器の運転圧
力に基づいて計算される耐圧強度から決定すればよい。耐圧強度が要求値を満たせば、溶
接管を用いてもよい。
【００４２】
（内管）
　内管３は、外管２の内表面に嵌合され、その内部に熱媒体（水または冷媒）の流路４を
備えるものである。また、内管３は、外管２に嵌合し、流路４に熱媒体が必要量流通する
ことが可能な寸法に形成されている。一例として、外径は１．５～１８ｍｍ、肉厚は０．
２～２ｍｍ、長さは１～３０ｍが好ましく、管軸直交断面における１本の漏洩検知管１の
流路断面積と、大径管１０と漏洩検知管１との間の流路１１の断面積との比（外側流路／
漏洩検知管）が１０～５０の範囲を満足するように設定することがより好ましい。また、
内管３の材質は、特に限定されず、その内部（流路４）に流通する熱媒体の圧力に耐え得
る材料強度を有するものを使用し、例えば、前記外管２で記載したものから、同一または
異なるものを適宜選択する。さらに、内管３は、外管２と同様に、継目無し管を用いるこ
とが多いが、耐圧強度の要求値を満たせば、溶接管を用いてもよい。
【００４３】
（漏洩検知部）
　図１（ｂ）、（ｃ）、図２（ｂ）に示すように、漏洩検知部５は、大径管１０の流路外
の位置で、外管２の少なくとも一方の管端近傍に備えられ、外管２を貫通して外管の外表
面および外管の内表面に開口するものである。漏洩検知部５の形状、大きさは、熱媒体（
水または冷媒）の漏洩が検知できれば、特に限定されないが、穴形状、スリット形状が好
ましい。一例として、外径０．１～５ｍｍの穴、幅０．１～５ｍｍおよび長さ３～３０ｍ
ｍのスリットがさらに好ましい。
【００４４】
　図２（ｂ）に示すように、管端近傍とは、熱交換器５０の大径管１０と、漏洩検知管１
の外管２とに接合し、流路１１に熱媒体（水または冷媒）を供給するキャップ５１と外管
２との接合位置よりも、管端部側を意味する。このような管端近傍に漏洩検知部５を備え
ることによって、流路４から漏洩した熱媒体が、流路１１内に供給される熱媒体に混じる
ことが防止される。
【００４５】
　図２（ａ）、（ｂ）に示すように、漏洩検知部５を備えることによって、腐食等によっ
て内管３に形成された腐食孔Ｐから漏洩した熱媒体（水または冷媒）は、嵌合面（外管２
の内表面および内管３の外表面）に形成された漏洩路７を通って漏洩する。また、図２（
ａ）、（ｂ）に示すように、内表面が平滑な平滑管からなる外管２と、外表面が平滑な内
管３との嵌合面に形成された微細な隙間が漏洩路７となる。そして、管端近傍まで漏洩し
た熱媒体（水または冷媒）は、外管２に備えられた漏洩検知部５を通って外部に漏洩する
。なお、図２（ａ）、（ｂ）では、腐食孔Ｐが内管３に形成された例を記載したが、外管
２に腐食孔Ｐが形成された場合においても、熱媒体の漏洩機構は前記と同様である。また
、熱媒体（水または冷媒）の漏洩検知は、流路１１または流路４に供給される熱媒体の圧
力減少として検知される。
【００４６】
　図１（ｂ）、（ｃ）に示すように、本発明に係る漏洩検知管１は、少なくとも一方の管
端部において、外管２の管端面２Ａと、内管３の管端面３Ａとが同一平面上にある。この
ことにより、漏洩検知管１の製造の際、外管への内管の挿入・嵌合作業を連続して行うこ
とが容易となり、位置調整作業も不要となる。また、伸び代調整もさらに容易で、内管の
後端部の切断も不要となるため、漏洩検知管の全長の調整がさらに容易となる。その結果
、漏洩検知管の生産性が優れたものとなる。なお、漏洩検知部５を設けた側の管端部にお
いて、外管２の管端面２Ａと、内管３の管端面３Ａとが同一平面上にある構成とすること
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が好ましい。
【００４７】
＜漏洩検知管の他の実施形態＞
　以下に、本発明に係る漏洩検知管の他の実施形態について説明する。なお、前記の漏洩
検知管と同一構成については、図面において同一の符号を付し、説明を省略する。
【００４８】
　図３（ａ）に示すように、漏洩検知管１Ａは、外管２が、その内表面に管軸方向に形成
された溝２ｂを備えることが好ましい。すなわち、外管２として内面溝付管を使用するこ
とが好ましい。そして、溝２ｂは熱媒体（水または冷媒）の漏洩路７となる。また、漏洩
路７の大きさは、図２（ａ）、（ｂ）に示す外管２（平滑管）と内管３（平滑管）の嵌合
面に形成される場合と比べて、大きなものとなる。そのため、腐食孔Ｐから漏洩した熱媒
体は、迅速に漏洩検知部５に漏洩し、水または冷媒の漏洩を精度よく検知することができ
る。
【００４９】
　また、溝形状として、図４（ａ）、（ｂ）に示すように、管軸直交断面における溝２ｂ
間に形成されたフィン２ａのフィン高さｈｆが０．０２～０．１ｍｍであることがさらに
好ましい。フィン２ａのフィン高さｈｆが０．０５ｍｍ未満では、熱媒体の漏洩路として
の作用が低く、０．１ｍｍを超えると．溝２ｂ（フィン２ａ）の成形性、または、熱媒体
間の熱伝達性が低下しやすい。さらに、溝形状として、管軸平行断面における溝２ｂねじ
れ角が０°（管軸方向に平行に形成された平行溝を意味する。）～４５°、管軸直交断面
におけるフィン２ａの山頂角δが１０～４５°、溝数が３０～７０であることが最適であ
る。
【００５０】
　なお、内面溝付管は、平滑管内部に溝付プラグを挿入し、管外面に回転する転造体（転
造ボール、圧延ロール）を押し当て、溝を転造する方法、または条材の表面に溝を圧延し
、条の端部同士を溶接する方法により製作することができる。
【００５１】
　図示しないが、漏洩検知管は、外管の内面に溝２ｂが形成されていない場合には、内管
が、その外表面に管軸方向に形成されたリブを備えることが好ましい。そして、リブは、
前記外管の内表面に形成された溝と同様に、外管と内管との間に熱媒体の漏洩路を形成し
、形成される漏洩路の大きさは、図２（ａ）、（ｂ）に示す外管２（平滑管）と内管３（
平滑管）の嵌合面に形成される場合と比べて、大きなものとなる。また、管軸直交断面に
おけるリブの高さは０．０２～０．１ｍｍであることが好ましい。リブの高さが０．０５
ｍｍ未満では、熱媒体の漏洩路としての作用が低く、０．１ｍｍを超えると．リブの成形
性、または、熱媒体間の熱伝達性が低下しやすい。さらに、リブは、管軸方向に平行、ま
たは、所定角度をなすように形成されたもののいずれでもよい。
【００５２】
　図示しないが、漏洩検知管は、外管の内面に溝２ｂ及び内管の外面のリブが形成されて
いない場合には、外管の内表面および／または内管の外表面が、粗面化された表面を備え
ることが好ましい。そして、粗面化した表面は、前記外管の内表面に形成された溝と同様
に、外管と内管との間に熱媒体の漏洩路を形成する。形成される漏洩路の大きさは、図２
（ａ）、（ｂ）に示す外管２（平滑管）と内管３（平滑管）の嵌合面に形成される場合と
比べて、大きなものとなる。また、粗面化された表面は、その表面粗さが管軸方向に測定
した最大断面高さＲｔで４μｍ以上となることがさらに好ましく、６μｍ以上が最適であ
る。また、このときの表面粗さを算術平均粗さＲａで測定した場合、算術平均粗さＲａで
０．８μｍ以上がさらに好ましく、１．２μｍ以上が最適である。なお、粗面化された表
面は、外管の内表面および／または内管の外表面に、ショットブラスト、化学研磨、また
は、化学エッチング等を行うことによって形成することができる。
【００５３】
　図３（ｂ）に示すように、漏洩検知管１Ｂは、内管３が、その内表面に管軸方向に形成
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された溝を備えることが好ましい。すなわち、内管３として内面溝付管を使用することが
好ましい。そして、内管３を内面溝付管とすることにより、管内（流路４）の熱媒体が撹
拌され、旋回流が与えられ、また、管内の伝熱面積が増加するため、熱媒体の熱伝達性能
が向上する。特に、熱媒体として、冷凍機油を含む二酸化炭素を熱媒体として用いる場合
は、圧力損失の増加を抑えながら、平滑管に比べて伝熱性能を向上させることができる。
【００５４】
　また、溝形状として、図４（ａ）、（ｂ）に示すように、管軸直交断面における溝３ｂ
間に形成されたフィン３ａのフィン高さｈｆが０．１～０．３ｍｍ、管軸平行断面におけ
る溝３ｂのねじれ角θが０°～４５°、管軸直交断面におけるフィン３ａの山頂角δが１
０～４５°、溝数が３０～７０であることがさらに好ましい。
（フィン３ａのフィン高さｈｆ：０．１～０．３ｍｍ）
　管内の溝３ｂの間に形成されるフィン３ａは、その高さｈｆが高いほど、管内の伝熱面
積が増大し、また熱媒体（水または冷媒）の攪拌効果も大きくなり、その熱伝達率も高く
なる。しかしながら、フィン３ａの高さｈｆが０．３ｍｍを超えると、圧力損失の増加が
大きくなりやすい。一方、フィン３ａの高さｈｆが０．１ｍｍ未満の場合、熱伝達率の向
上効果が小さくなりやすい。したがって、フィン３ａの高さｈｆは０．１～０．３ｍｍが
さらに好ましい。
【００５５】
（溝のねじれ角θ：０°～４５°）
　管内の溝３ｂは、管軸方向に平行な溝またはらせん状の溝である。ねじれ角θは、管内
面における管軸方向に平行な直線と溝３ｂが伸びる方向とがなす角度で定義され、平行な
溝はねじれ角θ＝０°となる。また、ねじれ角θが大きいほうが、熱媒体（水または冷媒
）の攪拌効果も大きくなり、また管内の伝熱面積が増大し、熱伝達率が大きくなるため、
溝３ｂはらせん状の溝が最適である。ねじれ角θが４５°を超えると、圧力損失が増加し
やすい、また内面溝付管の加工が難しくなりやすい。したがって、ねじれ角θは５～４５
°が最適である。
【００５６】
（フィン３ａの山頂角δ：１０～４５°）
　山頂角δは、管軸直交断面において、フィン３ａの斜面が成す角度である。山頂角δが
小さいほど、その熱伝達率も高くなる。しかしながら、山頂角δが１０°未満の場合、内
面溝付管を加工した場合に、フィン３ａが倒れやすくなり、目的とする伝熱性能が得られ
にくくなる。一方、山頂角δが４５°を超えると、管内の表面積が低下して伝熱性能が低
下すると共に、管の質量が大きくなりやすい。したがって、山頂角δは１０～４５°がさ
らに好ましい。
【００５７】
（溝数：３０～７０）
　溝数が多いほど、その熱伝達率も高くなる。しかしながら、溝数が７０を超えると熱伝
達率の増加量よりも圧力損失の方が大きくなりやすい。溝数が３０未満の場合、熱伝達率
が向上しにくい。したがって、溝数は３０～７０がさらに好ましい。
【００５８】
　図１０（ａ）～（ｃ）に示すように、漏洩検知管１Ｄは、外管２および内管３の少なく
とも一方が、その全長の少なくとも一部の領域に管軸方向に沿って凹凸部２Ｂ、３Ｂを備
えることが好ましい。そして、凹凸部２Ｂ、３Ｂはコルゲート加工によって形成すること
が好ましい。また、凹凸部２Ｂ、３Ｂは、熱交換器５０（図１（ａ）参照）の実際の運転
において、熱媒体として二酸化炭素を使用する場合には、二酸化炭素の局所熱伝達率が極
大となる許容温度範囲（２０～８０℃）を満足する領域に形成することが好ましい。
【００５９】
　図１０（ａ）に示された漏洩検知管１Ｄは、外管２が、その全長の少なくとも一部の領
域に管軸方向に沿って凹凸部２Ｂを備えた例である。そして、外管２が凹凸部２Ｂを備え
ることによって、外管２の外部（図１（ａ）に示された大径管１０の内部に形成された流
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路１１）を流通する熱媒体が撹拌される（旋回流が与えられる）と共に、外管２（漏洩検
知管１Ｄ）の管外表面積が増加する。このため、熱媒体の熱伝達性能が向上する。
【００６０】
　また、図１０（ａ）に示された漏洩検知管１Ｄは、その製造において、外管２にコルゲ
ート加工等によって凹凸部２Ｂを形成すると、内管３および外管２の間に漏洩路７が形成
される。そのため、前記した外管２の内表面への溝２ｂ（図３（ａ）参照）の形成、内管
３の外表面へのリブ（図示せず）の形成、外管２の内表面および／または内管３の外表面
への粗面化（図示せず）を省略することが可能となる。
【００６１】
　図１０（ｂ）に示された漏洩検知管１Ｄは、内管３が、その全長の少なくとも一部の領
域に管軸方向に沿って凹凸部３Ｂを備えた例である。そして、内管３が凹凸部３Ｂを備え
ることによって、漏洩検知管１Ｄの内部（図１（ａ）に示す内管３の内部に形成された流
路４）を流通する熱媒体が撹拌される（旋回流が与えられる）と共に、内管３（漏洩検知
管１Ｄ）の管内表面積が増加する。このため、熱媒体の熱伝達性能が向上する。
【００６２】
　また、図１０（ｂ）に示された漏洩検知管１Ｄは、その製造において、コルゲート加工
等によって凹凸部３Ｂが形成された内管３に外管２を嵌合すると、内管３および外管２の
間に漏洩路７が形成される。そのため、前記した外管２の内表面への溝２ｂ（図３（ａ）
参照）の形成、内管３の外表面へのリブ（図示せず）の形成、外管２の内表面および／ま
たは内管３の外表面への粗面化（図示せず）を省略することが可能となる。
【００６３】
　図１０（ｃ）に示された漏洩検知管１Ｄは、外管２および内管３の両管が、その全長の
少なくとも一部の領域に管軸方向に沿って凹凸部２Ｂ、３Ｂを備えた例である。外管２お
よび内管３が凹凸部２Ｂ、３Ｂを備えることによって、大径管１０の内部を流通する熱媒
体、および、漏洩検知管１Ｄの内部を流通す熱媒体の両者が撹拌されると共に、漏洩検知
管１Ｄの管内外表面積が増加する。このため、熱媒体の熱伝達性能が向上する。
【００６４】
　また、図１０（ｃ）に示された漏洩検知管１Ｄは、前記した外管２の内表面に溝２ｂ（
図３（ａ）参照）が形成されたもの、内管３の外表面にリブ（図示せず）が形成されたも
の、外管２の内表面および／または内管３の外表面に粗面化（図示せず）が行われたもの
が好ましい。これらの漏洩検知管１Ｄは、内管３および外管２の間に形成される漏洩路７
が、内管３（平滑管）および外管２（平滑管）の嵌合面に形成される場合に比べて、大き
なものとなり、熱媒体の漏洩を精度よく検知することができる。
【００６５】
（凹凸部）
　前記した凹凸部２Ｂ（凹凸部３Ｂ）の形状は、以下のものが好ましい。また、凹凸部２
Ｂ（凹凸部３Ｂ）は、管軸方向に沿って、凹凸がらせん状に形成された構成が好ましい。
　凹凸部２Ｂの凹部深さＨＣ１は、外管２の管外径ＤＣ１（コルゲート加工等が施されな
い未加工部の管外径）との関係において、（凹部深さＨＣ１／管外径ＤＣ１）≧０．０２
を満足することが好ましい。（凹部深さＨＣ１／管外径ＤＣ１）が０．０２未満であると
、大径管１０の内部を流通する熱媒体の撹拌効果が小さく、漏洩検知管１Ｄの管外表面積
の増加も少ないため、熱媒体の熱伝達性能の向上が期待し難くなる。
【００６６】
　凹凸部２Ｂの凹部と外管２の管軸とがなす角度（ねじれ角γ１）は４０°以上が好まし
い。ねじれ角γ１が４０°未満であると、大径管１０の内部を流通する熱媒体の撹拌効果
が小さく、漏洩検知管１Ｄの外表面積の増加も少ないため、熱媒体の熱伝達性能の向上が
期待し難くなる。
【００６７】
　凹凸部３Ｂの凹部深さＨＣ２は、内管３の管外径ＤＣ２（コルゲート加工等が施されな
い未加工部の管外径）との関係において、（凹部深さＨＣ２／管外径ＤＣ２）≧０．０２
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を満足することが好ましい。（凹部深さＨＣ２／管外径ＤＣ２）が０．０２未満であると
、漏洩検知管１Ｄ（内管３）の内部を流通する熱媒体の撹拌効果が小さく、漏洩検知管１
Ｄの管内表面積の増加も少ないため、熱媒体の熱伝達性能の向上が期待し難くなる。
【００６８】
　凹凸部３Ｂの凹部と内管３の管軸とがなす角度（ねじれ角γ２）は４０°以上が好まし
い。ねじれ角γ２が４０°未満であると、漏洩検知管１Ｄ（内管３）の内部を流通する熱
媒体の撹拌効果が小さく、漏洩検知管１Ｄの管内表面積の増加も少ないため、熱媒体の熱
伝達性能の向上が期待し難くなる。
【００６９】
　また、凹凸部２Ｂ（凹凸部３Ｂ）は、管軸方向に沿って、らせん状の条を形成する。図
１０（ａ）～（ｃ）の漏洩検知管１Ｄにおいては、凹凸部２Ｂ（凹凸部３Ｂ）が１本の条
を形成した例を記載したが、凹凸部２Ｂ（凹凸部３Ｂ）が複数本の条を形成したものであ
ってもよい。そして、複数本の条を形成する場合は、前記したねじれ角γ１（γ２）が互
いに異なる凹凸部２Ｂ（凹凸部３Ｂ）を形成、または、ねじれ角γ１（γ２）が同一で、
位相が異なる凹凸部２Ｂ（凹凸部３Ｂ）を形成することができる。なお、複数の条を形成
することによって、条間のピッチ（凹凸部２Ｂ（凹凸部３Ｂ）のピッチ）を小さくするこ
とが可能となり、熱媒体の撹拌効果が大きくなると共に、伝熱面積（漏洩検知管１Ｄの管
外表面積および／または管内表面積）も大きくなり、熱媒体の熱伝達性能が向上する。
【００７０】
　さらに、本発明において、凹凸部２Ｂ（凹凸部３Ｂ）はらせん状に限定されず、前記ね
じれ角γ１（ねじれ角γ２）が９０°、すなわち、凹凸部２Ｂ（凹凸部３Ｂ）が管軸方向
に沿って、らせん状の条を形成しないものも含むものとする。
【００７１】
　なお、図示しないが、漏洩検知管１Ｄを使用した熱交換器５０（図１（ａ）参照）にお
いて、漏洩検知管１Ｄを管内部に配置した大径管１０（図１（ａ）参照）として、大径管
１０の全長の少なくとも一部の領域に管軸方向に沿って凹凸部を備えることによって、熱
交換器の熱伝達性能がより一層向上する。このような熱交換器において、大径管１０の凹
凸部によって形成されるらせん状の条と、漏洩検知管１Ｄの凹凸部２Ｂ（凹凸部３Ｂ）に
よって形成されたらせん状の条とは、条のらせん方向が逆方向であることが、熱媒体の熱
伝達性能の向上のために、好ましい。
【００７２】
　図５（ａ）～（ｃ）に示すように、漏洩検知管１Ｃは、その管端部の少なくとも一方、
すなわち、内管３および外管２における両端の少なくとも一方が拡管されたものであるこ
とが好ましい。そして、漏洩検知管１Ｃの管端部を拡管することによって、熱交換器の他
の部品との接合が容易となる。そして、図５（ｂ）に示すように、複数の漏洩検知管１Ｃ
、１Ｃを、Ｕベンド管２３に、ろう付けＲ等で接合することにより、複数の漏洩検知管１
Ｃ、１Ｃが連結される。また、拡管後の内径Ｄ２は、接合される熱交換器の部品によって
異なるが、例えば、Ｕベンド管２３との接合においては、拡管後の内径Ｄ２は、Ｕベンド
管２３の外径Ｄ１より少し大きくすればよい。拡管される管端部は、漏洩検知管１Ｃの内
管３の管端面と外管２の管端面とが同一平面上にあるように構成されていることが好まし
い。
【００７３】
　図５（ａ）、（ｃ）に示すように、漏洩検知管１Ｃは、内管３における両端の少なくと
も一方の管端部の内側に接合された連結管６を備えるものであることが好ましい。そして
、漏洩検知管１Ｃが連結管６を備えることによって、熱交換器の他の部品との接合が容易
となる。そして、図５（ｃ）に示すように、複数の漏洩検知管１Ｃ、１Ｃに備えられた連
結管６、６を、穴開きヘッダー２４に挿嵌し、ろう付け等で接合する。また、連結管６の
長さＬ１は、接合される熱交換器の部品によって異なるが、例えば、ヘッダー２４との接
合においては、長さＬ１は、２０～１００ｍｍが好ましい。図５（ａ）、（ｂ）、および
（ｃ）において、漏洩検知管１Ｃの管端部は、ろう付け接合され、管端部（管端面）から
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の漏洩検知はできないが、図５（ａ）に示されるように、漏洩検知管１Ｃの管端部より右
側に設けられた漏洩検知部５より水または冷媒の漏洩を検知することが可能である。
【００７４】
＜漏洩検知管の製造方法＞
　本発明に係る漏洩検知管１（図１（ａ）～（ｃ）参照）は、例えば、以下のような工程
で製造される。
（１）挿入工程
　図６に示すように、外管用コイル２０と内管用コイル３０とを、引き出される管が向か
い合うように設置する。そして、各々コイル２０、３０から外管２および内管３を引き出
し、外管２の内側に内管３を挿入する。ここで、挿入直前に、外管用コイル２０の出側（
外管２）の管端部の所定位置に、ドリルまたは鋸等を用いて、穴形状、または、スリット
形状の漏洩検知部５を所定深さで形成することが好ましい。
【００７５】
　管端部の所定位置とは、図２（ｂ）で示すように、漏洩検知管１が組み込まれる熱交換
器５０において、水または冷媒を流路１１内に供給するキャップ５１が漏洩検知管１（外
管２）と接合する位置よりも管端部側の位置、すなわち、漏洩検知管１の管端近傍を言う
。また、所定深さとは、外管２を貫通して管外表面および管内表面に開口する深さを言う
。
【００７６】
（２）切断工程
　図７に示すように、内管３が挿入された外管２を所定長さＬ２で切断（外管２および内
管３を切断）して、原管４０を製造する。また、原管４０においては、外管２の内表面と
、内管３の外表面との間には隙間が形成されている（外管２と内管３とが嵌合されていな
い）。
【００７７】
　図示しないが、外管２の内側に内管３を挿入前に漏洩検知部５を形成しなかった場合、
原管４０の切断前に原管４０の少なくとも一方の管端近傍に、前記と同様に、所定形状、
所定深さの漏洩検知部５を形成してもよい。また、原管４０の切断後に、前記と同様に、
原管４０の少なくとも一方の管端近傍に、所定形状、所定深さの漏洩検知部５を形成して
もよい。
【００７８】
（３）嵌合工程
　図８、図９に示すように、原管４０にロール嵌合または抽伸嵌合を施すことによって、
外管の内側に内管を嵌合して、漏洩検知管１を製造する。そして、漏洩検知管１において
は、外管および内管の間（嵌合面）に形成された微細な隙間が漏洩路７となる。ロール嵌
合では、図８に示すように、１対のロール６０、６０が使用される。抽伸嵌合では、図９
に示すように、ダイス６１が使用されると共に、嵌合前の原管４０の先端側には、スウェ
ージングによって管を縮径する口付け加工が行われる。また、嵌合後に、図１（ｂ）、（
ｃ）に示すように、漏洩検知管１の少なくとも一方の管端部において、外管２の管端面２
Ａと、内管３の管端面３Ａとが同一平面上になるように、すなわち、２つの管端面２Ａ、
３Ａがそろうように、漏洩検知管１の管端部を切断することが好ましい。なお、図示しな
いが、（１）での漏洩検知部５の形成を行わずに、ロール嵌合または抽伸嵌合後に、製造
された漏洩検知管１の少なくとも一方の管端近傍に、前記と同様に、所定形状、所定深さ
の漏洩検知部５を形成してもよい。
【００７９】
　なお、本発明に係る漏洩検知管１は、従来の漏洩検知管１０３のように内管１０５を外
管１０４の管端面から所定長さで突出させた嵌合形態をとる必要がない。そのため、本発
明の製造方法においては、前記（１）～（３）の工程を連続して行うことができる。
【００８０】
　また、外管２の内表面に溝２ｂを備える漏洩検知管１Ａ（図３（ａ）参照）、内管３の
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外表面にリブを備える漏洩検知管（図示せず）、外管２の内表面および／または内管３の
外表面が粗面化された漏洩検知管（図示せず）、または、内管３の内表面に溝３ｂを備え
る漏洩検知管１Ｂ（図３（ｂ）参照）は、以下のような工程で製造される。
【００８１】
（ａ１）挿入工程
　内表面に溝２ｂを備える外管２（外管用コイル２０）、外表面にリブを備える内管３（
内管用コイル３０）、粗面化された外管２（外管用コイル２０）および／または内管３（
内管用コイル３０）、または、内表面に溝３ｂを備える内管３（内管用コイル３０）を使
用すること以外は、前記した漏洩検知管１の（１）挿入工程と同様である。
（ａ２）切断工程、および、（ａ３）嵌合工程
　前記した漏洩検知管１の（２）切断工程、（３）嵌合工程と同様である。
【００８２】
　さらに、外管２および／または内管３に凹凸部２Ｂ、３Ｂを備える漏洩検知管１Ｄ（図
１０（ａ）～（ｃ）参照）は、以下のような工程で製造される。
　図１０（ａ）に示される外管２に凹凸部２Ｂを備える漏洩検知管１Ｄの場合には、以下
のとおりである。
【００８３】
（Ａ１）挿入工程、および、（Ａ２）切断工程
　前記した漏洩検知管１の（１）挿入工程、（２）切断工程と同様である。
【００８４】
（Ａ３）嵌合工程
　図８に示すロール嵌合、図９に示す抽伸嵌合の代わりに、原管４０に、図１１（ａ）、
（ｂ）に示すコルゲート加工を施すことによって、漏洩検知管１Ｄを製造する。原管４０
のコルゲート加工では、コルゲート加工用の加工冶具６２を、外管２（原管４０）の外表
面側から所定圧で押し当てながら、外管２の管外周を移動させ、それと同時に、原管４０
を所定速度で管軸方向に移動する。これにより、外管２にらせん状の凹凸部２Ｂが形成さ
れ、凹凸部２Ｂ（凹部）の内表面で内管３と嵌合し、外管２と内管３との間に漏洩路７が
形成される。
【００８５】
　また、図示しないが、（Ａ１）挿入工程でコルゲート加工が施された外管２（外管用コ
イル２０）を使用し、（Ａ３）嵌合工程で、ロール嵌合、抽伸嵌合の代わりに、内管３を
拡管することによって、外管２と内管３とを嵌合してもよい。
【００８６】
　図１０（ｂ）に示される内管３に凹凸部３Ｂを備える漏洩検知管１Ｄの場合には、以下
のとおりである。
【００８７】
（Ｂ１）挿入工程
　内管３（内管用コイル３０）として、図１１（ａ）、（ｃ）に示すコルゲート加工が施
されたものを使用すること以外は、前記した漏洩検知管１の（１）挿入工程と同様である
。内管３のコルゲート加工では、コルゲート加工冶具６２を、内管３の外表面側から所定
圧で押し当てながら、内管３の管外周を移動させ、それと同時に、内管３を所定速度で管
軸方向に移動する。これにより、内管３にらせん状の凹凸部３Ｂが形成される。
【００８８】
（Ｂ２）切断工程、（Ｂ３）嵌合工程
　前記した漏洩検知管１の（２）切断工程、（３）嵌合工程と同様である。
【００８９】
　図１０（ｃ）に示される外管２および内管３の両管に、凹凸部２Ｂ、３Ｂを備える漏洩
検知管１Ｄの場合には、以下のとおりである。
【００９０】
（Ｃ１）挿入工程、および、（Ｃ２）切断工程
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　前記した漏洩検知管１の（１）挿入工程、（２）切断工程と同様である。
（Ｃ３）嵌合工程
　前記した漏洩検知管１の（３）嵌合工程と同様に、原管４０のロール嵌合または抽伸嵌
合を施して漏洩検知管１を製造する。その後、図１１（ａ）、（ｄ）に示すように、製造
された漏洩検知管１にコルゲート加工を施すことによって、漏洩検知管１Ｄを製造する。
漏洩検知管１のコルゲート加工では、コルゲート加工用の加工冶具６２を、漏洩検知管１
（外管２）の外表面側から所定圧で押し当てながら、漏洩検知管１の管外周を移動させ、
それと同時に、漏洩検知管１を所定速度で管軸方向に移動する。これにより、漏洩検知管
の外管２にらせん状の凹凸部２Ｂ、内管３にらせん状の凹凸部３Ｂが形成される。ここで
、両凹凸部２Ｂ、３Ｂの凹部深さ、ねじれ角は、ほぼ同一（ＨＣ１＝ＨＣ２、γ１＝γ２

）となる。なお、漏洩路７は、ロール嵌合または抽伸嵌合の際に形成され、コルゲート加
工を施しても、外管２と内管３との間の漏洩路７は維持される。
【００９１】
　前記で製造された漏洩検知管（例えば、漏洩検知管１（図１（ａ）～（ｃ）参照）、漏
洩検知管１Ａ（図３（ａ）参照）、漏洩検知管１Ｂ（図３（ｂ）参照）、漏洩検知管１Ｄ
（図１０（ａ）～（ｃ）参照）に、熱交換器の他の部品との接合を容易にすることを目的
として、以下のような工程を行うことが好ましい。
（拡管工程）
　図５（ａ）～（ｃ）に示すように、漏洩検知管（図５では漏洩検知管１Ａ（図３（ａ）
参照）の少なくとも一方の管端部を、例えば、フレアポンチ等のフレアツールを用いて、
拡管することによって、熱交換器の他の部品（例えば、Ｕベンド管２３）との接合が容易
な漏洩検知管１Ｃが製造される。
（連結管の接合工程）
　図５（ａ）、（ｃ）に示すように、漏洩検知管１Ｃの内管３の少なくとも一方の管端部
の内側に、内管３の内径よりも小さい外径で、所定長さＬ１を有する連結管６を、ろう付
けＲ等で接合することによって、熱交換器の他の部品（例えば、Ｕベンド管２３）との接
合が容易となる。また、図５（ａ）、（ｃ）では、漏洩検知管の管端部が拡管された例を
記載したが、管端部が拡管されていない漏洩検知管１（図１（ｂ）、（ｃ）参照）に連結
管６を接合してもよい。
【図面の簡単な説明】
【００９２】
【図１】（ａ）は熱交換器の構成を示す管軸直交断面図、（ｂ）は本発明に係る漏洩検知
管の斜視図、（ｃ）は他の漏洩検知管の斜視図である。
【図２】（ａ）は本発明に係る漏洩検知管の管軸方向に沿った片側断面図、（ｂ）は漏洩
検知管を熱交換器に組み込んだ際の部分断面図である。
【図３】（ａ）、（ｂ）は本発明に係る他の漏洩検知管の管軸直交断面図である。
【図４】（ａ）は外管または内管の管軸方向に沿った断面図、（ｂ）は（ａ）のＡ－Ａ線
に沿った管軸直交断面における部分拡大図である。
【図５】本発明に係る他の漏洩検知管の構成を示し、（ａ）は管軸方向に沿った断面図、
（ｂ）、（ｃ）は熱交換器に組み込んだ際の部分正面図である。
【図６】本発明に係る漏洩検知管の製造方法の一工程を示す模式図である。
【図７】本発明に係る漏洩検知管の製造方法の一工程を示す模式図である。
【図８】本発明に係る漏洩検知管の製造方法の一工程を示し、（ａ）は正面側、（ｂ）は
側面側からの模式図である。
【図９】本発明に係る漏洩検知管の製造方法の一工程を示す模式図である。
【図１０】（ａ）～（ｃ）は他の漏洩検知管の構成を示す管軸方向に沿った断面図である
。
【図１１】（ａ）～（ｄ）は他の漏洩検知管の製造方法の一工程を示す模式図である。
【図１２】（ａ）従来の熱交換器の構成を示す管軸直交断面図、（ｂ）は従来の漏洩検知
管の管軸方向に沿った片側断面図である。
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【符号の説明】
【００９３】
　１　　　漏洩検知管
　２　　　外管
　３　　　内管
　２Ａ、３Ａ　管端面
　４、１１　流路
　５　　　漏洩検知部
　７　　　漏洩路
　１０　　大径管
　２０　　外管用コイル
　３０　　内管用コイル
　４０　　原管
　５０　　熱交換器

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】

【図７】
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【図９】

【図１０】

【図１１】 【図１２】
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